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高圧トランス・コンデンサ等の処理プロセスについて

資料１

日本環境安全事業株式会社
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廃棄物処理法に基づくＰＣＢ等処理技術（１）

処理技術は環境省の「ＰＣＢ等処理技術調査検討委員会」等により認定されている。

(平成21年12月現在)

ＪＥＳＣＯ採用技術

種類 処理方式 処理技術名 開発企業名

アルカリ触媒分解法(BCD法) ㈱荏原製作所

化学抽出分解法 東京電力㈱、三井物産㈱、㈱ネオス

有機アルカリ金属分解法(t-BuOK法)

触媒水素化脱塩素化法(Pd/C法)

金属ナトリウム分散油脱塩素化法(OSD法) 原子燃料工業㈱、住友商事㈱

金属ナトリウム分散体法(SD法) 日本曹達㈱

金属Ｎａ分散体法(SP法) ㈱神鋼環境ソリューション、沖縄プラント工業㈱

金属Ｎａ脱塩素法(PCB Gone法) オルガノ㈱

金属Ｎａ脱塩素化法(MC法) ㈱共栄技建、東京工業大学、㈱ＮＴＲＫ

触媒水素還元法 日興リカ㈱、㈱高岳製作所、昭和エンジニアリング㈱、㈱カナエ

金属Ｎａ脱塩素法(MR法) ㈱日立製作所

オンサイト型マイクロ波分解法 東京電力㈱

金属ナトリウム添着セラミックス脱塩素化法(SMCC法) (財)電力中央研究所、ゼロ･ジャパン㈱

水素化脱塩素精製法 ㈱神鋼環境ソリューション

超臨界水酸化分解法 オルガノ㈱

水熱分解法 三菱重工業㈱

溶融触媒抽出法(CEP法) ㈱荏原製作所、三菱化学㈱

気相水素還元法 日本車輌製造㈱、東京貿易㈱

紫外線分解・生物処理法 (財)鉄道総合技術研究所、三菱重工業㈱

紫外線分解・蒸留分離法 (財)鉄道総合技術研究所、三菱重工業㈱

ＵＶ／触媒分解法 ㈱東芝

プラズマ分解 プラズマ分解法(PLASCON法) 伊藤忠商事㈱

液
処
理

関西電力㈱、㈱かんでんエンジニアリング

水熱酸化分解

還元熱化学分解

光分解

脱塩素化分解
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廃棄物処理法に基づくＰＣＢ等処理技術（2）

産業廃棄物処理事業振興財団資料から作成 備考） その他高温焼却（1,100℃以上、2秒以上滞留）が認定されている

種類 処理方式 処理技術名 開発企業名

Ｓ－ＤＥＣ法 原子燃料工業㈱

溶媒抽出分解法(SED法) ㈱神鋼環境ソリューション

溶剤洗浄法(Decontaksolv法) ㈱荏原製作所

溶剤洗浄法(SD Myers法) オルガノ㈱

ＭＨＩ化洗法 三菱重工業㈱

溶剤洗浄法(電中研法) (財)電力中央研究所、電気事業連合会

精密再生洗浄法 東京電力㈱、三井物産㈱

溶剤洗浄法 ㈱東芝

溶剤抽出法 三菱重工業㈱

オンサイト型マイクロ波抽出･分解法(低濃度PCB使用機器) 東京電力㈱

溶剤循環洗浄法 関西電力㈱、㈱かんでんエンジニアリング

真空加熱分離法(VTR法) ゼロ･ジャパン㈱

真空加熱分離法(電中研法) (財)電力中央研究所、電気事業連合会

真空加熱分離法 愛知電機㈱

ＢＣＤ加熱分離法 ㈱荏原製作所

無酸素熱分離法 新日本製鐵㈱

還元加熱分離法(RH-SP法) ㈱神鋼環境ソリューション

間接熱脱着法(TPS法) ㈱鴻池組、宇部興産㈱

缶
体
及
び
内
部
構
成
部
材
の
処
理

洗浄

分離
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処理方式決定までの流れ

⑤
技
術
提
案
の
審
査

①
各
事
業
に
共
通
す
る
環
境
事
業
団

（現JESC
O

）の
委
員
会
報
告
※
１

②
地
域
条
件
を
踏
ま
え
た

各
事
業
ご
と
の
部
会
報
告
※
２

③
発
注
公
告
（技
術
提
案
公
募
）

④
安
全
性
の
確
保
を
大
前
提
と
し
た
、

技
術
面
、
事
業
実
施
面
の
評
価
基
準

設
計
・施
工
業
者
の
決
定

⑥
一
般
競
争
入
札
の
実
施

※１ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会（処理の安全性や確実性を確保するため設置。
学識経験者で構成） 本委員会

※２ ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理事業検討委員会 事業部会
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新日本製鐵、日本製鋼所、
神鋼環境ｿﾘｭｰｼｮﾝによるJV

三井造船、関西テック※、
ｾﾞﾛ・ｼﾞｬﾊﾟﾝによるJV

三菱重工業、類設計室によ
るJV

クボタ、神鋼環境ｿﾘｭｰｼｮﾝ
によるJV

第１期：新日本製鐵、三井
物産、日本曹達等によるJV
第2期：新日鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、
ｾﾞﾛ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ等によるJV等

請負企業

液処理洗浄・分離

事 業

脱塩素化分解方式

（触媒水素化脱塩素化法
（Pd/C法）

溶剤洗浄法

真空加熱分離法

大 阪

脱塩素化分解方式

（金属ﾅﾄﾘｳﾑ分散体法（SPﾊ

ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ法））

溶媒抽出分解法

（真空加熱分離法を含む）

北海道

水熱酸化分解方式

（水熱分解法）

MHI化洗法

（真空加熱分離法を含む）

東 京

脱塩素化分解方式

（金属ﾅﾄﾘｳﾑ分散油脱塩素
化法（OSD法））

溶媒抽出分解法

（真空加熱分離法を含む）

豊 田

脱塩素化分解方式

（金属ﾅﾄﾘｳﾑ分散体法（SD
法））

精密再生洗浄法

真空加熱分離法

北九州

高圧トランス等及び廃ＰＣＢ等

各事業の処理方法等

※ 現在の名称：かんでんエンジニアリング
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本社及び５事業所の安全・操業の
向上に関する横断的取組

■内部技術評価

・処理施設の健全性及び運転・操業の確実性の確保と、これらの維
持向上を図ることを目的として、全事業所を対象に年１回操業状況
を調査・評価。

・評価員は、本社と評価を受ける事業所以外の事業所で構成。

■運転管理担当者連絡会

・処理施設の運転管理，設備管理等に関する情報交換の場として、
平成１７年８月に第１回目を開催し、現在までに２２回開催。

■安全対策課情報交換会

・処理施設の作業安全，環境保全等に関する情報交換の場として、
平成１９年２月に第１回目を開催し、現在までに１０回開催。
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ＰＣＢ処理フロー（イメージ図）

洗浄

抜油→予備洗浄→粗解体 →洗浄→解体 真空加熱

スラリー化

抜油 → 解体

脱塩素化分解方式

水熱酸化分解方式
トランス

コンデンサ

缶体及び内部構成部材処理（前処理） ＰＣＢ油処理（液処理）

ＰＣＢ油

鉄 銅
ア
ル
ミ

碍
子

紙 木 ＰＣＢ分解済物 二次廃棄物
（PCB汚染物）

ビフェニル等

トランス

コンデンサ

A

Ｇ

Ｆ

Ｈ
B Ｃ Ｄ Ｅ

Ｉ Ｊ

※ 北九州２期及び大阪のコンデンサ処理については、抜油せずに、
直接真空加熱分離処理を行う。

※ ～ は、別図処理フローとの対応を示す。ＪＡ

活性炭、ウェス
保護具等
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ＰＣＢ処理フロー（トランス缶体・内部構成部材）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ Ｆ Ｈ Ｆ Ｇ

(北九州１期)

洗浄 ｽﾗﾘｰ化洗浄

払出

卒業判定

洗浄

液処理へ

卒業判定卒業判定

卒業判定液処理へ

解体・分別 払出
(大阪)

(東京)

中間処理

液処理へ卒業判定

洗浄 真空加熱分離

卒業判定 真空加熱分離

払出 払出

卒業判定

払出 払出払出
(豊田，北海道)

受入

処理ライン投入

抜油

予備洗浄 液処理へＴＣＢ分離

粗解体

(東京)
トランス油

ＴＣＢＰＣＢ油

缶体 内部構成部材含浸物非含浸物

非含浸物 含浸物

ＰＣＢ油

抜
油
・
粗
解
体

解
体
・
分
別

無
害
化
処
理
・
判
定
・
払
出
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ＰＣＢ処理フロー（コンデンサ缶体・内部構成部材）

Ｉ

Ｊ

Ｆ Ｆ Ｈ

Ｇ

液処理へ

真空加熱分離

中間処理

卒業判定

払出 払出

(北九州１期)

受入

処理ライン投入

抜油

解体

払出

ｽﾗﾘｰ化

液処理へ

(豊田，北海道)

洗浄洗浄

卒業判定

(北九州２期，大阪）

払出 払出

液処理へ 卒業判定

真空加熱分離

卒業判定 卒業判定

液処理へ

(東京)
非含浸物 含浸物

含浸物非含浸物

ＰＣＢ油

ＰＣＢ油

ＰＣＢ油
抜
油
・
粗
解
体

無
害
化
処
理
・
判
定
・
払
出

無
害
化
処
理
・
判
定
・

払
出
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ＰＣＢ処理フロー（液処理等）

処理済油払出処理済油払出

(北海道)

洗浄液蒸留設備概要

卒業判定卒業判定

液処理設備概要

卒業判定

処理水排出処理済油払出 固形物払出

(洗浄溶剤)

(ＰＣＢを含む洗浄後溶剤)

液処理へ

含浸物洗浄

解体系 洗浄液蒸留

非含浸物洗浄

ＰＣＢ油

脱塩素化分解方式
(北九州，豊田，北海道)

脱塩素化分解方式
(大阪)

水熱酸化分解方式
(東京)
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ＰＣＢ処理（トランス抜油・洗浄）
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ＰＣＢ処理（トランス解体）
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ＰＣＢ処理（コンデンサ解体）
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施設内でのPCBの処理率

PCB濃度
60％

（0.6kg/kg）

ト
ラ
ン
ス

コ
ン
デ
ン
サ

PCB濃度
100％

（1kg/kg）

 JESCO施設において、トランスPCB油は120万分の1以下、コンデン
サPCB油は200万分の1以下の濃度に分解されて払い出される。

1 / 1,200,000

1 / 2,000,000

液処理

PCB濃度
0.5mg/kg以下

洗浄液の
PCB濃度※

160mg/kg

洗浄液のPCB濃度
0.5mg/kg以下予備

洗浄

※ 北九州事業所の例。

解体・
洗浄等 溶出液のPCB濃度

0.003mg/L以下

紙
・
木

缶
体

洗浄等※※

（1 / 3,750） （1 / 320）

液処理
PCB濃度

0.5mg/kg以下

洗浄液のPCB濃度
0.5mg/kg以下

溶出液のPCB濃度
0.003mg/L以下

紙
・
木

缶
体

（1 / 2,000,000）

油

油

※※ 北九州事業所、大阪事業所のように真空加熱分離の場合、缶体の卒業判定は拭き取り試験。
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中間工程でのPCB処理目標について

 次の処理工程に進む
ためのPCB処理目標に
到達するまで、繰り
返し処理を行う必要
がある。

 例：トランスの処理
においては、抜油・
予備洗浄の工程で、
十分缶体内のPCB濃度
レベルを下げ、次の
解体工程で缶体の蓋
を開けても作業環境
が悪化しないように
する必要がある。

大型トランスの予備洗浄における
洗浄液濃度の推移の例（豊田、H21）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19

予備洗浄回数

Ｐ
Ｃ

Ｂ
濃

度
（

ｍ
ｇ

／
ｋ

ｇ
）

（12回、のべ5日間の浸漬洗浄が標準）
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１３

作業工程処理日数

１

１４

１２

１１

１０

９

８

７

６

５

４

３

２

大型切断
(細分化）

解体ライン搬入

抜油・気密テスト

浸漬洗浄

(12回が目安）

粗 解 体
（仕分け）

解体前洗浄
(非含浸・含浸物)

ｺｲﾙ銅線とPB・紙の仕分け

（ｺｲﾙ・鉄心洗浄前処理）
鉄心整形

超音波洗浄

撹拌洗浄

小型破砕大型破砕

真空加熱分離

処理に要する日数について

液処理

※ H21時点の操業資料等から作成。
※※ 油量1,500L（総重量10ｔ）クラスの処理日数。

蒸留

液処理

蒸留へ

蒸留へ

大型トランス処理工程における所要日数の例（豊田、Ｈ21）

 トランスの処理にお
いては、解体前の抜
油・予備洗浄の工程
に多くの時間を充て
る必要がある。

不合格

合格
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PCBの建屋外への漏出事故

◆ 平成17年11月21日：豊田事業所
• 蒸留塔底ポンプの圧力計が脱落したことにより、PCB洗浄油が施設内に漏洩し、揮

発したPCB蒸気の一部が外部に排出された。
• 施設の操業を停止し、事故原因の解明と再発防止策並びに施設全体の安全に係る総

点検を行い、その後の試運転で施設全体の総合的安全性を確認し、運転再開。（約
8ヶ月の運転停止）

◆ 平成18年3月28日：東京事業所
• 水熱酸化分解処理の不具合のため屋外に設置した仮設タンクに微量のPCBを含む廃

水を送水していた際にオーバーフローさせた。

◆ 平成18年5月25～26日：東京事業所
• 上記3月の事故後、操業停止中にコンデンサ液中切断槽内に残っていたPCBが気化し、

排気口から漏洩した。

• 施設の操業を停止し、設備の改善、安全管理体制の確立などの改善対策を行った上、
設備の性能確認試験、安全管理に係る対応能力の審査等を実施し、施設が安全に稼
働できることを確認し、運転再開。（約7ヶ月の操業停止）

• 再開当初は安全性を確認しながら6ヶ月かけ段階的に処理量を増加させることとし
た

※いずれも施設周辺の大気や海水からPCBは検出されませんでした。
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≪作業従事者の安全確保のための作業環境管理≫

◆ 作業環境PCB濃度の高いエリアを区画し、外部から隔離・負圧管理

◆ 作業場の室温を低く維持管理 （PCB揮発量低減、熱中症対策）

◆ PCB、ダイオキシン類等の定期的な作業環境測定

◆ 全ての局所排気、換気等について活性炭処理等によるPCB除去

安全確保・環境保全の取り組み（1）

気流作業エリアを外
部から隔離し、
作業室内には
極力作業者が
入らない設計

遠隔操作

隔離室

セーフティー
ネット活性炭

排気処理
装置

外気放出

（負圧管理：逆方向には空気が流れない）

作業環境測定
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≪作業従事者の安全確保のための作業管理≫

◆ 暴露量を減らすため、遮蔽フード越しにグローブボックスを介して作業を実施

安全確保・環境保全の取り組み（2）
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≪作業従事者の安全確保のための作業管理、健康管理≫

◆ 作業環境中ダイオキシン類濃度が2.5pg-TEQ/m3を超える場合、
あるいはPCB濃度が0.01mg/m3を超える場合、
適切な保護具の着用が必要。

［管理区域レベル3、等］

• 化学防護服* →区域によっては入室毎に交換

• 化学防護手袋*＋インナー手袋
• 化学防護長靴*
• 電動ファン付き呼吸用保護具 等

*（PCBに対する耐透過性を確認）

◆ 上記濃度を下回る場合も、作業内容に応じた
保護具を着用。

◆ 暴露量を減らすための入域・作業時間の制限
• （大阪解体室の例）：当初4時間／日→

作業環境悪化により2～3時間／日に制限

◆ 作業従事者の血中PCB濃度測定等の実施

安全確保・環境保全の取り組み（3）

（北九州施設の例）

→区域外
持出禁止
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安全確保・環境保全の取り組み（4）

排出源モニタリン
グ（大気）

常時モニタリング
（排気）周辺環境モニタリ

ング（大気）

処理プロセス 排出源モニタリン
グ（水質）

セーフティ
ネット

周辺環境モニタリ
ング（水質） 排気処理

装置

〔モニタリングのイメージ〕

≪多重のPCB漏洩対策、モニタリング等≫

◆ 排気処理設備とセーフティーネット活性炭等による多重の漏洩対策
（東京事業所では、排気処理等に伴い年間約60トンの廃活性炭が発生）

◆ 排出源及び周辺環境のモニタリングの実施（管理目標値の遵守）
• 排出源 （排気、排水・雨水中のPCB、ダイオキシン類、騒音・振動、悪臭など）
• 周辺環境 （大気、水質、土壌中のPCB、ダイオキシン類など）
• 一部の測定項目については常時モニタリングも実施しながら、

常に管理目標値を超えないように監視・管理を実施。
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≪専門家の助言、関係者とのコミュニケーション≫

◆ ＰＣＢ廃棄物処理事業検討委員会
• 処理事業全体について、総括的な検討、指導、指導及び評価を頂いている。
• 各事業部会、技術部会：各事業の処理技術、技術的事項についての助言
• 作業安全衛生部会：作業従事者の安全衛生対策についての助言

◆ 監視委員会等
• 処理施設を設置している地域の自治体が設置

する「監視委員会」等に対して、各事業の
処理実績や安全管理の状況、意見・要請等
への対応状況等について、説明を行っている。

◆ 情報公開の取組
• 事業所の情報公開ルームでの情報公開：

環境モニタリング結果などの公開、見学者の受け入れ等。
• ＪＥＳＣＯホームページによる情報提供： 各事業所の処理実績、環境モニタリン

グ結果、廃棄物処理法に基づく維持管理情報、環境報告書等を公開。

安全確保・環境保全の取り組み（5）

（東京PCB廃棄物処理事業
環境安全委員会）


